
◎津波対策の推進に関する法律の一部を改正する法律 
（令和四年三月三一日法律第三号）（衆）   

一、 提案理由（令和四年三月一五日・衆議院本会議） 

○小里泰弘君 ただいま議題となりました法律案につきまして、提案の趣旨を御説明申

し上げます。 

 津波による被害の想定される各地域においては、津波対策の推進に関する法律を始め

関係法律等に基づき、鋭意津波対策が進められてきております。他方、日本海溝、千島

海溝沿いの巨大地震について新たな検討が進められ、また、南海トラフ地震を始めとす

る大規模な地震の切迫性も指摘される中で、デジタル技術も活用しながら、津波対策を

より一層推進していく必要があります。 

 本案は、このような状況に鑑み、積雪寒冷地など地域の特性に応じた津波避難施設等

の整備の推進に関する規定及び津波対策における情報通信技術の活用に関する規定を追

加するとともに、地方公共団体の作成する津波ハザードマップ等に係る国の財政上の援

助を定めた規定の期限を令和九年三月三十一日まで五年間延長する改正を行おうとする

ものであります。 

 本案は、去る十日の災害対策特別委員会において、全会一致をもって成案と決定し、

これを委員会提出法律案とすることに決したものであります。 

 何とぞ議員各位の御賛同をよろしくお願い申し上げます。 

二、 参議院災害対策特別委員長報告（令和四年三月二五日） 

○佐々木さやか君 ただいま議題となりました法律案につきまして、災害対策特別委員

会における審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、地域の特性に応じた津波避難施設等の整備の推進に関する規定及び津波

対策における情報通信技術の活用に関する規定を追加するとともに、国の財政上の援助

に関する規定の有効期限を令和九年三月三十一日まで五年間延長しようとするものであ

ります。 

 委員会におきましては、提出者衆議院災害対策特別委員長より趣旨説明を聴取した後、

地域の特性に応じた避難路の確保に向けた国の支援策等について質疑が行われましたが、

その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 以上、御報告申し上げます。 

 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


